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長野市北部地域の建築空間形態に関する基礎的研究







































































































Na地区名 用途地域 (指定容積率/建ぺい率) 主要建築物 対象件数
1 安茂里 第1種住居 (200/60).第1.2種低層 (80/50) 裾花中学 109件
2 差 出 第1種低層 (80/50).準工業 (200/60) 長野工業高疲 14
3 宮 沖 第1種低層 (80/50) 安茂里保育園 9
4 伊勢宮 第1種低層 (80ノ50).第2種住居 (200/60) 伊勢宮神社 8
5 中御所 準工業 (200/60).第2種住居 (200/60) 山王小学校 5
6 小柴見 第1種住居 (200/60) 小柴見神社 5
7 南千歳 南東 (60b/80) 東急 .長野駅 5
8 鶴 賀 近隣商業 (300/80) 長野市役所 16
9 三 輪 第1.2種中高層 (200/60) 長野女子短大 .高 91
10 桐 原 第1住居 (200/60) 北長野貨物駅 ll
ll 吉 田 準工業 (200/60) .工業 (200/60).第1種住居 吉田高校 22(200/60)
12 横沢町 第1種住居 (200/60) 善光寺.裁判所 5
13 箱清水 第1種住居 (200/60) 長野西高校 18
14 上 松 第1種低層 (60/40)｣第1種中高層 (200/60) 長野高校 .湯谷小 37
15 壇 田.第1種低層 (80/50) 若月神社 19
16 稲 田 第1種低層 (80/50)(60/40)(100/50) .準工業 稲田神社 39(200/60)
17 浅 川 第1種低層 (80/50) 浅川神社 29
18 神楽橋 第1種住居 (200/60) 神楽橋病院 6
19 若 槻 第1種低層 (80/50).第1種住居 (200/60) 長野北幼稚園 37
20 徳 間 第1種住居 (200/60) 長野高専 .皐高校 20
21上駒沢 第1種住居 (200/60) 諏訪神社 .法林寺 8
22 上 野 第1種低層 (80/50) 東長野病院 .清泉 14
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50 100 150` 建べい串
石堂 (x:建ぺい率.y:比容積率)
r-0.020 y-14.522+0.018x
図68 石堂地区の形態の分布と線形性
3.2 分散分析からの特徴的な知見
3.2.1 建ぺい率と容積率の平均と分散に
ついて
図69に建ぺい率と容積率の各地区毎の平均値
と分散を示す｡建ぺい率と容積率が高い地区は､
用途地域に従い石堂 ･鶴賀･南千歳等の商業地
域及び近隣商業地域である｡石堂は容積率の最
小値は58.32%で最大値が580.000%と分散値が
213.998と23地区の中で最も大きい｡南千歳は
容積率の最小値は3.060%で最大値47.770%で
容積率分散182.063と次いでいる｡商業地区は
指定容積率が大きく､それぞれ500%､600%で
あり低層住宅の中に高層建築が存在しているこ
とが容積率の分散を高くしていると考えられる｡
鶴賀地区も近隣商業地区であることから､容
積率の平均は152.859%を中央に最小値は､
27.300%､最大値384.140%であり分散値は93.376
と他地区と比較すると高い｡300%の指定容積
率であることから石堂･南千歳と同様に､中低
層住宅の中に商業ビルなどがあるためと考えら
れる｡住居系の地区については､三輪･吉田地
区が､平均容積率81.985%､75.874%と中央値
として､容積率の分散は43.189･24.304と住居
系他地区と比較してばらついている｡準工業地
区･中高層として指定容積率が高いため､容積
率の大きな建築物があるためと考えられる｡
他地区は､平均の容積率･建ぺい率と分散値
に大きな差異は認められないが､横沢町地区以
外､長野駅周辺の中心市街地から離れた地区程､
容積率･建ぺい率の平均値は下がるが､分散の
程度は同程度であることが図69よりわかる｡
平均値分散値ともに研究対象地区内で最も低
いのは壇田地区であり､平均の建ぺい率･容積
率は31.186%･41.616%であり分散値もそれぞ
れ､9.753･15.723の散らばりの程度であり､
一様な空間形態の建築物が多いことが伺える｡
また､平均の建ぺい率も石堂･中御所･南千
歳･横沢町で45.082%､52.816%､40.836%､
55,466%と他地区と比較すると高い値であるが
分散値については､全地区で同程度の散らばり
である｡
3.2.2 建ぺい率と比容積率の平均と分散
について
図70に建ぺい率と比容積率の各地区毎の平均
値と分散を示す｡比容積率は､指定容積率に対
する実現容積率の充足の程度割合を与える指標
であることから､鶴賀地区が指定容税率の上限
値に対して有効性のある空間の利用をしている
ことが伺える｡平均の比容積率は152.859%で
ある｡次いで宮沖･若槻･上野･浅川と84.457
%･75.478%･75.162%･72.801%と続き､最
も低い平均の比容積率は石堂の15.318%であっ
た｡この容積率の平均値の大小は空間の有効的
な利用尺度として理解される｡比容積率の分散
値は全地区30.000を越える散らばりは確認でき
ない｡南千歳地区の29.887､徳間地区の19.803
と続き､最小値は小柴兄の4.014であった｡医け
0からもわかるように容積率は全地区､一様に
近い値であり､指定容積率が各地区で異なるが､
それぞれの地区での比容積率には有意な差異が
なく､充足の程度は地域全体で同程度であるこ
とがわかる｡
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x:建ぺい率の平均
図69 各地区の区ごとの建ぺい率と容積率の平均と分散
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図70 各地区の区ごとの建ぺい率と比容積率の平均と分散
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4.総 括
長野市北部地域の平成11年度に確認申請され
た建築物を対象として､空間の形態を整理し､
回帰分析と分散分析の手法により特徴を抽出し
た結果､建ぺい率と容積率の線形性が地区毎に
特徴的であった｡相関係数が高い地区は準工業
地域や商業･近隣商業地区のような指定容積率
の非常に高い指定を受けている地区であること
がわかった｡住居系の地区よりも､生産や販売
に直ちに結びつく施設は､与えられた敷地面積
と空間を有効に利用する傾向があることが伺え
る｡住居系地区は､それが希薄であり､むしろ
生活環境の整備や公共空地など居住者に快適性
を与える社会資本が求められる｡
比容積率が高い地区は､昼間人口の多く夜間
の人口の少ない場所である｡郊外の箱清水や浅
川等の平均の比容積率は､市街地に比べて低い
知見を得た｡
一方､分散分析によれば､石堂 ･南千歳･中
御所･鶴賀地区のような商業地域の平均の容積
率･建ぺい率は高く､更に分散値も高いことか
ら､高い水準で空間の有効利用をしている建築
物と､低層住宅のような建築物が混在している
ためと思われる｡駅周辺の商業地区内に､古く
からある戸建て住宅などが分散値を大きくして
いるためと考えられる｡
建ぺい率と容積率により建築物の空間形態を
把握して､統計的に分析することにより用途地
域毎のあるいは､地区毎の特徴を抽出すること
を試みた｡
しかしながら､全ての住宅を対象とすること
は容易でないため､新築 ･改築により建ぺい率
と容積率が新たに申請がなされた住宅を対象と
している｡そのため全ての住宅を反映していな
いが本手法による研究を時系列な観点から行え
ば､統計的に真の母集団に近いデータの取得が
可能になると考える｡
対象地域内の各地区の指定容積率の充足の程
度である比容積率は多くの地区で低い｡指定容
積率が､実際の多くの住宅を建築するときでは
建築空間形態が規制対象になることは殆ど考え
られないが､一方､充足されていない規制では
規制することの意味が希薄になることを示唆す
る｡区画整理事業や再開発事業を伴わない大規
模小売店舗や商業ビルの容積率の規制について
は顕著な規制が必要であることがわかる｡
本研究において､使用したデータは､単年度
のものである｡今後､数年に渡り同様の調査を
行い､空間的な特徴だけでなく時系列な特徴を
兄いだすことや放射温度データや気象データな
ど物理的なデータと建築空間形態や地理情報デー
タ･地価マップなどの社会的なデータと合わせ
てデータベースとして蓄え多変量解析を行い､
社会的な評価尺度と物理的な評価尺度で地域の
環境評価システムを作成することを今後の課題
として本報告を総括する｡
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